
○自動化等の機能
を持った高性能林
業機械等の実用
化

○ICTを活用したス
マート林業の取組
やリモートセンシン
グ等を用いた低コ
スト造林モデルの
取組の導入

○高性能林業機械・
ソフトウェアの開発・
改良 【R2:6件】

○スマート林業を実現
するために設立され
た地域協議会数
【R2:12件】
○リモートセンシング技
術を活用した低コス
ト造林モデルの導入
【R2:19件】

○新素材の開発・実
証 【R2:２件】

予算
（百万円）
R1:－
R2:1,050
R3:967
R4:1,910
(概算要求)

○ICT等の先端技術の
活用した森林資源管
理や木材生産管理等

○ドローンやリモートセンシ
ング技術等を活用した
事前現地調査や造林
計画作成、植栽・保
育作業等

○林内作業の遠隔操作
化・自動化向けた林
業機械等の開発・実
証

ICT等の先進的技術
や自動化林業機械等
を活用して

〇林業労働生産性の
向上

○林業労働安全性の
向上

林業を、若者や女
性にとっても、働きや
すく安全で魅力ある
成長産業へ。

○技術開発、基盤デー
タの環境整備、普及
等を着実に進めるため、
産学官によるプラット
フォームを構築

○林業機械の自動化、
木質系新素材等の
技術開発・実証

○スマート林業や先進
的造林技術等の開
発技術の実装

○森林資源デジタル管
理、早生樹等の利用
促進、高度技術者育
成等の普及に向けた
環境整備

事業等名 林業イノベーション推進総合対策 担当部局 林野庁研究指導課

インプット アクティビティ アウトプット アウトカム
（短期）

アウトカム
（長期） インパクト

（現状・課題）
利用期を迎えている森林資源の循環利用を進めていくためには、所有者や境界の不
明、厳しい地形条件等による低い労働生産性や高い労働災害率、収穫まで超長期
を要するといった林業特有の課題を解決する必要がある。このため、ICTを活用したス
マート林業に加え、林業の特性を踏まえた新技術を活用した「林業イノベーション」を推
進する。

（現状・課題を示すデータ）
森林資源量 S41:18.9億㎥、H29:52.4億㎥
労働生産性（主伐）H29:6.67㎥/人日

（※オーストリアでは30～60㎥/人日）
死傷年千人率 H30:22.4（※全産業平均2.3）
造林コスト 地拵え・造林:29.5人/ha、造林170万円/ha

指標③

指標④

外部の影響要因
・森林所有者の経営意欲 ・木材需要

開発機械の実用化件数
R2:1件（目標最終年度:R7、目標値:8件）

指標①

スマート林業又は低コスト造林モデルの取組を導入した都道府県
R2:24（目標最終年度:R6、目標値:47）

指標②

指標③ 林業労働災害被災者数【政策評価測定指標】
R1:1,248人（年目標:1,288人以下）、H30:1,342人（1,301人以下）
（目標最終年:R4、目標値:1,248人以下）

指標④
林業労働災害死亡者数【政策評価測定指標】
R1:33人（年目標:38人以下）、H30:31人（39人以下）
（目標最終年:R4、目標値:34人以下）

※指標③④は、第13次労働災害防止計画を基に設定。当該計画は５年ごとに策定。

アウトカム
（中期）

作業の省人化・省力化
作業の効率化

作業の安全性向上
指標①

指標②



令和２年度アクティビティ 初期（短期）アウトカム

①レーザスキャナを利用した地理情報・森林資源情報を高
精度に把握・分析する取組に対する支援

②レーザ計測データ等を活用し、森林境界案の作成や路網の効
率的な設計を支援するソフト導入に対する支援。

③レーザ計測による森林資源データの解析・管理の標準化。

④ICT生産管理システムの標準化。

⑤スマート林業の実現に向け、都道府県や市町村、林業事業体
等で構成する地域協議会が行うICT等の先端技術を現場レベ
ルで活用する実践的取組に対する支援。

⑥地域の実情に応じた低コスト造林モデルの普及、リモートセンシ
ング技術を活用した効率的・省力的な設計・施行管理等の実
践的な取組を支援。

⑦造林分野への異分野の技術等の導入促進。

⑧造林コストの早期回収が期待できる早生樹やエリートツリーの普
及を加速するため、国内の種穂の採取源の充実と無花粉エリー
トツリーの開発及び現地実証に対する支援。

⑨優良苗木を供給拡大するため、苗木被害の早期診断等を実施。

⑩伐採・集材・運材や造林作業の自動化等に向けた機械・ソフト
ウェアの開発・実証及び機械の小型化、傾斜地対応等の改良・
性能向上に向けた技術開発・実証に対する支援。

⑪木質等の成分を使用した新素材の技術開発・実証に対する支
援。

アウトカム
（中期）

事業等名 林業イノベーション推進総合対策 担当部局 林野庁研究指導課

○航空レーザ計測による単木解析により森林資源調査を約67％省力化。
○ICT技術を活用した施業提案システムにより木材生産の計画・管理作業を
約29％省力化。
○スマートフォンを活用した木材検収システムにより検知作業を約85%省力化。

作業の省人化・省力化

作業の効率化

作業の安全性向上

【例：令和２年度アクティビティ⑤】

【例：令和２年度アクティビティ⑤】
○路網設計ソフト活用により木材生産計画作成作業について、 約22％費用

削減。
【例：令和２年度アクティビティ⑩】
○ICT を活用した伐採・造林のムダなし一貫作業システムの開発
・植栽予定地のドローン空撮画像をAI画像解析した地況データを基に、誰でも
簡単かつ迅速に、将来の機械導入と植栽地況に配慮した適切な植栽計画を
立案できるアプリを開発。

【例：令和２年度アクティビティ⑥】
○早生樹を活用した低コスト化実証。
・植栽労力が10.25人工/ha 8.97人工/haに減少。
・事業費が1,008千円/ha → 846千円/haに削減。

【例：令和２年度アクティビティ⑥】
○苗木等の運搬におけるドローンの活用実証。
・傾斜地での苗木等運搬の際に起こる作業員の転落事故等減少。

○集材・運材作業の安全性向上に向けた先端技術を活用したフォワーダの開発
・センシング技術等を活用して路網形状や丸太等のデータ記録を行い、遠隔操
作で走行及び材積込作業等を行うフォワーダを開発し、集材・運材作業の省
人化、効率化、安全性の確保を図る。

【例：令和２年度アクティビティ⑩】

○自動化等の機能を持った高性
能林業機械等の実用化

○ICTを活用したスマート林業の
取組やリモートセンシング等を用
いた低コスト造林モデルの取組
の導入

開発した高性能林業機械等
が、事業実施者の取組により
令和7年度までに8件実用
化する。

令和６年度までに全国
（47都道府県）に低コスト
造林モデルの取組を導入す
る。

アウトカム
（長期）

○林業労働生産性の向上

○林業労働安全性の向上

新しい森林・林業基本計画
等を基に、令和3年度から
「労働生産性」指標策定を
検討。

・林業労働災害被災者数を
令和４年度までに全国で
1,248人／年 以下にする。

・林業労働災害死亡者数を
令和４年度までに全国で
34人／年 以下にする。

・先進技術の導入促進のための理学・工学等の異分野の技術探索を行うとともに、産学官の様々な知見者によるアドバイザリーコミッティにおいて、林業の
戦略的技術開発・実装等に向けた意見・提案を聴取し、国による開発方針の策定や事業化支援等の方策に活用する。

【林業イノベーションハブセンター（Mori-Hub（森ハブ））】 （令和3年7月より始動）
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